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1
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2 ʰΫϧϚࣾձͷަ௨ࡦʕҠಈͷࣗ༝͔Βަ௨ͷࣗ༝ʕʱ 単著 2007年 4 月 ミネルヴァ書房、A5 全319頁

（共　著）

1 ʰҬ͔Β͑ߟΔ͜Ε͔Βͷຊͷಓ࿏ʱ 1998年 7 月 ㈶公害地域再生センター（あおぞら財団） 西淀川道路問題研究会編

2 ʰ西ཎൃ͜Ε͔Βͷަ௨·ͪͮ͘Γʙަ௨ͷ͢͢ΊʙʢૉҊʣɦ 2007年 3 月 ㈶公害地域再生センター（あおぞら財団） 西淀川道路問題研究会編

（論　文）

1 øĀੈޙلʹ͓͚ΔϩγΞࢿຊओٛ
ͱమಓ 1983年 2 月 修士論文

2 ロシア私有鉄道資本の形成 1983年 9 月 経営研究 第34巻第 3 号 85－100頁

3 19世紀末ロシア資本主義の発展と鉄道
政策の転換 1984年 7 月 大阪市大論集 第46号 19－52頁

4
ͷࡦΔమಓ͚͓ʹࠃຊओٛࢿਐޙ
సʕຊ͓ΑͼϩγΞమಓൃల
ͷൺֱߟʕ

1984年 9 月 経営研究 第35巻第 3 号 91－106頁

5 ͍ͯͭʹ௨ͱަ௨ऑऀͷަڞެ
ʕͦͷཧత֓؍ʕ 1985年 7 月 経営研究 第36巻第 2 号 77－90頁

6 ઓޙಓ࿏ࢿࡦͷల։ͱͦͷసػ 1986年 9 月 経営研究 第37巻第 3 号 47－61頁
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ʕøĀÿþ৽ಓ࿏๏ͱࣾձࢿຊҡ࣋
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1987年10月 経営研究 第38巻第 4 号 45－59頁

8 ใԽ࣌ͷྲֵྀ৽ͱੜڠ 分担 1988年 1 月 労働旬報社，山田達夫・二宮厚美編著『生協
運動の新時代』

9 ΞϝϦΧಓ࿏ࡦͷ৽ہ໘ͱ՝
ʕذ࿏ʹཱͭΞϝϦΧಓ࿏ࡦʕ 1988年 3 月 交通学研究 /1987年研究年報 日本交通学会 125－136頁，査読

10 సظͷถࠃಓ࿏ࡒ 1988年 5 月 高速道路と自動車 第31巻第 5 号 30－37頁，査読

11 ใԽ࣌ͷτϥοΫӡ༌࢈業ͷม
Խͱల 1988年12月 経営研究 第39巻第 5 号

12
τϥοΫ༌ૹͱަ௨ࡦ 分担 1990年 9 月 白桃書房，塩見英治編著『交通産業論』 221－239頁
ެӹࣄ業ֶձྭʢøĀĀøʣ

13 ຊࢿຊओٛͷւ֎ਐग़ͱྲྀ業 分担 1991年 3 月 成山堂書店，柴田悦子編著『国際物流の経済
学』 21－27頁

14 ଶɿτϥοΫܗͱߏෳ߹༌ૹͷࡍࠃ 分担 1991年 3 月 成山堂書店，柴田悦子編著『国際物流の経済
学』 79－96頁

15 ަ௨ମܥͷݱঢ়ͱɿ՟༌ૹ 分担 1992年 9 月 日本評論社，清水義汎編著『交通政策と公共
性』 78－94頁

16 τϥοΫӡ༌ࣄ業ͷ੍ن؇ 分担 1993年 4 月 法律文化社，平井都士夫・柴田悦子編著『現
代の交通政策を問う』 95－116頁

17 େަࢢ௨ମܥͷݱঢ়ͱࡦ՝ 分担 1994年12月 自治体研究社，安部誠治編著『都市と地域の
交通問題』 115－138頁

18 େࣗࢢಈंަ௨ͷ͚ͯʹݮ 共著 1995年 7 月 実教出版，柴田徳衛・永井進・水谷洋一編著
『クルマ依存社会』 水谷洋一，286－317頁

19 ʮΫϧϚґଘࣾձʯͷమಓϧωοαϯεʕΞϝϦΧަڞެࢢ௨ͷ࠶ੜʕ 1996年 1 月 環境と公害 第25巻第 3 号 31－36頁

20 ΫϧϚࣾձΞϝϦΧͷެަڞ௨ͱ࿈
ަ௨ࡦɾલ 1996年 2 月 経営研究 第46巻第 4 号 31－46頁
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21 ΞϝϦΧަ௨ࡦͷཧͱ࣮ݱʕಓ
࿏͓Αͼެަڞ௨ۚࢿͷྲྀ༻Մੑʕ 1996年 4 月 高速道路と自動車 第39巻第 4 号 12－15頁，査読

22 ΫϧϚࣾձΞϝϦΧͷެަڞ௨ͱ࿈
ަ௨ࡦɾޙ 1996年 7 月 経営研究 第47巻第 2 号 43－63頁

23 ΞϝϦΧެަڞ௨ͷิॿۚ 1996年11月 行財政研究 第30号 25－33頁

24
ελϯϑΥʔυେֶͷϚϧΨϦʔλʕ
େֶʹ͓͚Δަ௨धཁཧʢ5%.ʣ
ͱແྉόεʕ

1996年11月 経営研究 第47巻第 3 号 53－68頁

25 *45&"ҎޙͷΞϝϦΧҬަ௨ࡦ
ͷల։ 1997年 3 月 交通学研究 /1996年研究年報 日本交通学会 99－110頁，査読

26 ϩαϯθϧεަ܊௨ہͷަ௨ࡦ
ʕΫϧϚࣾձͷެަڞ௨ʕ 1997年12月 公益事業研究 第49巻第 2 号 67－74頁

27 γϦίϯόϨʔͷެަڞ௨
ʕαϯλΫϥϥܢ୩ަ௨ہͷࡧʕ 1998年 2 月 経営研究 第48巻第 4 号 33－62頁

28
ϩαϯθϧεʹ͓͚Δަ௨ࡦͷ࢙
తల։ʕ(.ӄઆͷݕ࠶౼ͱ-"
మಓͷকདྷʕ

1998年 5 月 交通権 第16号 26－36頁

29 現代日本における道路政策の転換点と
課題 1999年 2 月 経営研究 第49巻第 4 号 95－112頁

30 アメリカにおけるADA法と脱クルマの
動向 1999年 7 月 日本経済評論社，交通権学会編『交通権憲章』 140－144頁

31 都市経済の変貌と都市交通・都市環境 2001年 3 月 交通学研究 /2000年研究年報 日本交通学会 11－20頁，査読

32 交通現象と交通政策 2001年 9 月 有斐閣，大阪市立大学商学部編『ビジネス・
エッセンシャルズ 6  産業』

9－11，113－136，215－216
頁

33 大阪の交通と都市構造 2003年 1 月 ミネルヴァ書房，安井・遠藤・富澤編著『産
業の再生と大都市』 66－86頁

34 環境と交通システム 共著 2003年 2 月 岩波書店，寺西俊一・細田衛士編『環境保全
への政策統合』 水谷洋一，97－124頁

35 大気汚染裁判と今後の道路政策 2003年 3 月 自由と正義 第54巻第 3 号 38－46頁
36 転換期の現代社会と道路政策 共著 2003年 3 月 交通学研究 /2002年研究年報 日本交通学会 水谷洋一，1－10頁，査読

37 大阪市の交通と迫られる交通政策の根
本転換 2004年 6 月

自治体研究社，大阪から公害をなくす会・交
通問題研究会編著『自動車公害根絶，安全・
バリアフリーの交通をめざして』

77－95頁

38 道路公団民営化について 2004年 7 月 経営研究 第55巻第 2 号 119－149頁
39 道路公団民営化と高速道路網 2004年12月 都市問題研究 第56巻第 7 号 39－52頁
40 道路公団民営化と小泉改革 2005年 2 月 ポリティーク 第 9 号，旬報社 106－126頁
41 道路公団民営化問題と道路政策理念 2005年 3 月 交通学研究 /2004年研究年報 日本交通学会 31－40頁，査読

42 道路公害と道路政策
―道路政策は変わったか― 2005年10月 関西大学商学論集 第50巻第 3 ・ 4 号合併号 37－50頁

43
世界都市ソウルの都市戦略と交通政策
―清渓川復元事業とバス政策大転換
を中心に―

2006年 2 月 経営研究 第56巻第 4 号 135－152頁，査読

44 脱クルマ社会の交通政策理念 2006年11月 経営研究 第57巻第 3 号 31－59頁，査読

45 ソウルにおけるバス政策改編の効果と
課題 2007年 1 月 運輸と経済 第67巻第 1 号 42－50頁

46 道路特定財源問題と自動車課税 2008年 9 月 経営研究 第59巻第 2 号 1－13頁，査読
47 ソウルの世界都市戦略と都市交通 2008年12月 都市問題研究 第60巻第12号 23－40頁

48 交通権と「脱クルマ社会」―移動の自
由から交通の自由への意味― 2009年 3 月 交通権 第26号 27－37頁，査読

49 地球環境問題と交通における自由
―「将来世代への責務」はあるのか？― 2010年 3 月 交通学研究 /2009年研究年報 日本交通学会 19－28頁，査読

50 21世紀の都市と交通
―ソウルの都市戦略と都市交通 2010年 3 月 大阪市立大学都市問題研究プロジェクト　平

成21（2009）年度報告書 114－131頁

51 地球環境問題と物流：課題と展望 2010年 8 月 経営研究 第61巻第 2 号 1－17頁，査読
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52 台北市の交通と観光 2011年 3 月 大阪市立大学都市問題研究プロジェクト　平
成22（2010）年度報告書 96－113頁

53
道路整備と費用便益分析
―費用便益分析マニュアル改定におけ
る「道路網の範囲」を中心に

2011年 5 月 交通権 第28号 49－61頁，査読

54 ライフラインの被害とその影響 分担 2012年 2 月 ミネルヴァ書房，関西大学社会安全学部編
『検証　東日本大震災』第 4 章

安部誠治，99－118頁（交
通部分）

55 交通の被災状況と復旧・復興計画並び
に震災後の交通政策の課題 2012年 7 月 交通運輸政策研究会編『被災地の交通再建の

現状と課題』交通運輸政策研究会 9－16頁

56 事故と責任に関する考察 分担 2013年 3 月 ミネルヴァ書房，関西大学社会安全学部編
『事故防止の課題と方法』第 2 章

佐藤健宗，25－42頁（第 1
節から第 5 節）

57 バス事業の概観 2013年 6 月 交通運輸政策研究会編『安全な貸切バス・高
速バスを求めて』交通運輸政策研究会 4－12頁

58 新たな交通政策の提言に向けて 2014年 2 月 交通運輸政策研究会編『交運研』第28号 35－55頁
59 道路公害の現状と課題 2015年 3 月 社会安全学研究 第 5 号 23－36頁，査読

60
日本における交通需要管理政策の現状
と課題
―道路公害地域での交通需要管理―

分担 2015年12月 成山堂書店，衛藤卓也監修，根本敏則・後藤
孝夫・大井尚司編『現代交通問題・考』 86－98頁（第 7 章）

61 ライフラインの復旧・復興と残された課題 分担 2016年 3 月 ミネルヴァ書房，関西大学社会安全学部編
『東日本大震災　復興 5 年目の検証』

安部誠治，71－92頁（交通
部分）

62
交通経済学と交通論
―交通学における学（エピステーメ）と
知慮（フロネーシス）―

2016年 3 月 交通学研究 /2015年研究年報，日本交通学会 85－92頁，査読

63 交通政策の提言 2016年 7 月 交通政策の提言2016―人口減・災害多発時
代の日本の交通―，交通運輸政策研究会 4－11頁

64 シンガポールのタクシー事情 共著 2016年 9 月 シンガポールの交通事情，交通運輸政策研究会 菊池和彦，42－9頁

65 交通を論じるとはどういうことか 2017年 3 月 『経済学論纂』中央大学経済学部，第57巻第
3 ・ 4 号 103－118頁

66
【研究ノート】　交通研究の来し方・行
く末―科学と学問をめぐる交通学徒の
一考察―

2019年 3 月 社会安全学研究 第 9 号 31－51頁
（2018年 8 月 WEB 公開）

67 安全学の源流―『安全学索隠』を読む 2020年 3 月 社会安全学研究 第10巻 183－199頁
（2019年11月 WEB 公開）

68 観光の形而上学
―コロナ禍で考える観光の本質― 2021年 9 月 同志社商学 第73巻第 2 号 43－61頁

69 東日本大震災後の交通の復旧と課題 2022年 8 月31日 交通権 第37・38合併号 2－10頁
（小　論）

1

-PT� "OHFMFT� $PVOUZ� .FUSPQPMJUBO�
5SBOTQPSUBUJPO� "VUIPSJUZ�� "� 1MBO�
GPS� -PT� "OHFMFT� $PVOUZ� 5SBOTQPS�
UBUJPO� GPS� UIF� ùøTU� $FOUVSZ� øĀĀü��
ΛಡΉ

1999年10月 公営企業 第31巻第 7 号 33－39頁

2 ࡁܦࢢͷมͱస͢ΔΠΪϦεɾ
౦ژͷަ௨ࡦ 2001年 6 月 月刊保団連 第711号 42〜46頁

3 ಓ࿏ࡦసͷཧ೦ 2004年 3 月 法と民主主義 第386号 4－7頁

4 ΫϧϚࣾձͷܦҢ 2004年 7 月 鹿島出版会，日本デザイン機構『クルマ社会
のリ・デザイン』 16－19頁

5 େࡕͷަ௨ࡦͷݱঢ়ͱ՝ 2006年 5 月 自治体研究社，大阪から公害をなくす会・大阪
自治体問題研究所編『市民の環境安全白書』 104頁

6 ຽӦԽ͞Εͨࡕਆߴಓ࿏ެஂʢݱ
ձࣾʣͷ࣮ଶࣜג 2006年 5 月 自治体研究社，大阪から公害をなくす会・大阪

自治体問題研究所編『市民の環境安全白書』 105頁

7 ಓ࿏ੜ͔׆Β
ʕ৽ͨͳಓ࿏ࡦཧ೦ͷඞཁੑʕ 2009年 3 月 ECO-FORUM 第26巻第 3 号 28－32頁

8 ʰՊֶʱͱʰֶʱͱʰΫϧϚࣾձʱ 2009年11月30日 交通権学会ニューズレター『トランスポート21』
第37号

9 අ༻ศӹੳͷΘΕํ 2010年 6 月 高速道路と自動車 第53巻第 6 号 5－8頁
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10 ᶗަ௨جຊ๏ͱҠಈͷݖརɿ
ø ݱࣾձͱަ௨ 2011年 1 月 かもがわ出版，交通権学会編『交通基本法を

考える』 15－20頁

11 ᶙަ௨ͷ੍վֵɿ
ù ձܭɾࡒ੍ͷվֵ՝ 2011年 1 月 かもがわ出版，交通権学会編『交通基本法を

考える』 83－8頁

12 ͏ࢥΔɾݟ 2011年 8 月29日 『神戸新聞』
13 ަ௨ࡁܦϋϯυϒοΫ 2011年10月 白桃書房，日本交通学会編 182－3頁

14 ౦ຊେࡂͱ҆શɾ҆৺ʕ
ҠసΛΊ͙ͬͯʕߴ 2012年 3 月 社会安全学研究 第 2 号 16－17頁

15 ɾେྔ༌ૹߴͷཱͱࢢେڊ 2018年 4 月 ミネルヴァ書房，社会安全学部編『社会安全
学入門』 21－24頁

16 ओͳࣾձࡂͱͦͷରࡦͷྺ࢙ 2018年 4 月 ミネルヴァ書房，社会安全学部編『社会安全
学入門』 91－95頁

17 "EWBODFNFOU� JO� 4DJFODF� BOE�
5FDIOPMPHZ�BOE�)VNBO�4PDJFUJFT 共著 2018年12月

Springer  S. Abe, M. Ozawa, Y. Kawata,
（eds.）, Science of Societal Safety: Living at 
Times of Risks and Disasters

E. Kanoshima, H. 
Nishimura, K. kono, 
pp.15－26

18 4PDJBM�%JTBTUFST�BOE�%BNBHFT 共著 2018年12月
Springer  S. Abe, M. Ozawa, Y. Kawata, 

（eds.）, Science of Societal Safety: Living at 
Times of Risks and Disasters

T. koyama, M. Ozawa, 
T. Nakamura, H. 
Nishimura, pp.73－86

（書　評）

1 『米国航空規制緩和をめぐる諸議論の
展開』高橋望著，白桃書房，1999年 2000年 5 月 経営研究 第51巻第 1 号 øùĀȂøúø頁

2
『アメリカにおける道路整備と地域開
発―アパラチアの事例から―』加
藤一誠著，古今書院，2002年

2002年11月 高速道路と自動車 第45巻第11号 76頁

3
『現代の交通システム―市場と政策
―』ティム・パウエル著（岡野他監
訳），NTT 出版，2007年

2008年 7 月 運輸政策研究 第11巻第 2 号 62頁

4
『高速道路 なぜ料金を払うのか　高
速道路問題を正しく理解する』宮川
公男著，東洋経済新報社，2011年

2012年 4 月25日 学際 第24号 111－114頁

（学会報告）

1 アメリカ道路政策の新局面と課題
―岐路に立つアメリカ道路政策― 1987年10月 日本交通学会，北海道大学

2 現行道路整備政策の問題点 1991年 2 月 日本環境会議，大阪国際交流会館

3 1991年アメリカ総合陸上交通効率化法
下の公共交通政策 1996年 5 月 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部

4 ISTEA以後のアメリカ地域交通政策の
展開 1996年10月 日本交通学会，東京商船大学

5 ロサンゼルス郡交通局の交通政策
―クルマ社会の公共交通― 1997年 6 月 公益事業学会，東京大学

6
ロサンゼルスにおける交通政策の史的
展開―GM陰謀説の再検討とL. A.鉄
道網の将来―

1997年 7 月 交通権学会，埼玉大学

7 道路整備政策の転換点と今後の課題 1998年10月 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部

8 ADAと交通権：
共通点と相違から見えるもの 1999年 7 月 交通権学会，和光大学

9 『都市交通の危機』とは何か 共同 1999年 8 月 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部 木谷直俊
10 都市経済の変化と都市交通・都市環境 2000年10月 日本交通学会，明治大学 統一論題
11 転換期の現代社会と道路政策 共同 2002年10月 日本交通学会，城西大学 水谷洋一，統一論題
12 道路・自動車環境問題とNPO 2004年 6 月 公益事業学会，東洋大学 統一論題
13 交通政策理念の再構築と交通権 2004年 7 月 交通権学会，大阪市立大学

14 道路公団民営化問題と社会資本の有
効活用 2004年10月 日本交通学会，福岡大学 統一論題

15 ソウル都市戦略と交通政策 2006年 1 月 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部
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16 移動の自由は制約しうるか―『脱ク
ルマ社会の交通政策』をめぐって 2007年 6 月 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部

17 規制改革の到達点：
規制改革評価に問われているもの 2007年 6 月 公益事業学会，拓殖大学 統一論題

18 交通権と「脱クルマ社会」―移動の
自由から交通の自由への意味― 2008年 7 月 交通権学会，熊本学園大学

19
環境と交通：地球環境問題と交通にお
ける自由―「将来世代への責務」はあ
るのか？―

2009年10月 3 日 日本交通学会，拓殖大学 統一論題

20 道路公害と道路政策の現状と課題 2009年11月22日 日本環境会議，尼崎市アルカイックホール

21 費用便益分析の使われ方―道路国
会後のマニュアル改定を中心に 2010年 7 月18日 交通権学会，日本大学

22 台北市の都市交通と都市観光 2011年 7 月 1 日 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部

23
臨港道路における費用便益分析の問
題点―四日市港臨港道路霞 4 号幹
線を事例として―

2012年 8 月31日 日本港湾経済学会，同志社大学

24
国道43号線通行ルール策定の経緯
―日本における交通需要管理政策
の課題―

2014年 1 月10日 日本交通学会関西部会，大阪中央電気倶楽部

25 交通経済学と交通論 2015年10月11日 日本交通学会，八戸学院大学 自由論題
26 東日本大震災後の交通の復旧と課題 2019年 7 月27日 交通権学会，国士舘大学

（学会報告での討論者コメント）

1

中村彰宏・太田和博「人口減少時代
における地方道路ネットワークの維
持管理の政策課題―宮崎・熊本の
橋梁の維持管理の事例―」に対して

2014年 6 月14日 14年度公益事業学会大会，駒澤大学

2

西川一弘・辻本勝久・照本清峰「鉄軌
道における異常発生時対応・災害対策
に関する一考察〜駅乗務員の力量形成
と住民連携を中心として〜」に対して

2015年10月11日 15年度日本交通学会，八戸学院大学

3
田中智泰「道路財源と道路支出〜道
路特定財源の一般財源化に注目して
〜」に対して

2017年 6 月11日 17年度公益事業学会大会，日本海運経済学
界，近畿大学

（論　評）

1
転換期の道路政策
〜財政政策や公共事業のあり方におい
ても問われる道路づくり〜

1998年 6 月 リベラ No.27

2 サード・モーター・エイジ
―交通政策とまちづくり― リベラ 1999年12月・2000年 1 月合併号 No.43

3 都市経済の変貌と都市交通・都市環境 リベラ 2000年12月・2001年 1 月合併号 No.53
4 人に喜び，地域に誇りなきを憂う 2005年 4 月 高速道路と自動車 第48巻第 4 号 14頁
5 道路環境問題と道路政策 2005年 7 月 リベラ No.85
6 交通政策に関する課題と今後の展望 2005年10月 運輸と経済 70－71頁

7 大気汚染公害裁判和解後の連絡会に
参加して 2009年 9 月 リベラ 第110号 2－3頁

8 交通基本法への期待 2010年 7 月 リベラ 第115号 2－3頁
9 大震災と今後の交通政策課題 2011年 8 月 運輸と経済 第71巻第 8 号 75－77頁
10 公害道路から新しい道路政策を！ 2011年 8 月29日 神戸新聞

（翻　訳）

1 脆弱な社会基盤 1989年 1 月 開発問題研究所，アメリカ公共事業改善全国
審議会（和田憲章訳）

第 2 編第 7 章「道路と橋
梁」

2 地球環境政策論 1993年11月 有斐閣，E. W. ヴァイツゼッカー（宮本憲一，
佐々木建，楠田貢典監訳） 第 2 部第 6 章「交通」
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3 都市交通の危機 1999年 5 月 白桃書房，J. プーカー，C. ルフェーブル（木
谷，内田，山本，西村訳）

第 8 章「東ヨーロッパ：
政治革命の交通への影
響」，第10章「アメリカ合
衆国：クルマ依存社会」

（講　演）
1 物流効率化の先進事例について 1993年 3 月 9 日 大阪南港鉄鋼流通協同組合会館

2 クルマ社会からの脱却―クルマ社会を
もたらした要因とその脱却の方向 1994年 5 月14日 CASA 講演会・大阪府社会福祉会館

3 トラック運輸事業における規制緩和 1994年 5 月26日 交通研究集会・国労会館
4 交通経済からみた高規格道路の必要性 1995年 1 月23日 大阪弁護士会館

5 クルマ社会の功罪
―都市と交通問題― 1997年 9 月？日 JSA・CASA 講演会

6 クルマ社会と地域の交通を考える 1997年11月20日 東住吉区道公連総会

7 道路政策は転換するか
―道路審議会建議と財政改革― 1998年 3 月29日 公害弁連総会

8 行き詰まるクルマ社会
―道路政策の転換点と課題― 1998年12月 6 日 西須磨 公害調停 1 周年記念報告集会

9 鉄道に未来はないかもしれない―今
後の地域交通と鉄道の将来― 1998年12月10日 私鉄関西地連鉄軌研究集会

10 大阪都市圏の発展と交通体系整備 1999年 5 月17日 大阪市立大学文化交流センター
11 地域交通政策の重要性と TDM 1999年10月22日 大阪弁護士会都市環境部会
12 イギリス交通政策の転換と課題 1999年11月25日 英国道路環境対策視察調査報告会

13
イギリスで進む交通政策の変革
―道路建設で渋滞・公害は解決する
か，変化の意味は何か―

2000年 6 月25日 青空の会・第 4 回総会

14 交通政策の変革―道路建設で渋滞・
公害は解決しない― 2000年12月 3 日 大気汚染一斉測定20周年記念集会

15 イギリス交通政策の変革
―自動車交通政策を中心に― 2000年12月18日 東京弁護士会

16 公害・環境問題とトラック運送事業の
課題 2001年 2 月 9 日 大阪府トラック協会

17 転換期の交通政策 2001年10月14日 道路公害反対集会
18 交通政策の転換と地域交通の課題 2001年 2 月 7 日 紀淡連絡道同盟会

19 環境の時代の貨物自動車交通を考える 2002年 2 月21日 人と環境にやさしいトラック輸送を考える対
話の集い

20 現代社会と交通・交通政策 2002年12月 7 日 大阪交運労協総会
21 今日の都市交通問題をどう考えるか 2004年 7 月16日 都島交通学習会
22 交通問題とサステナブル社会 2004年 9 月 4 日 大阪自治体学校

23 社会を科学するとは？
―『世界にひとつだけの花』の意味― 2006年10月19日 三島高校

24 大阪の交通：過去・現在・未来 2007年 2 月24日

25 現代社会の都市と交通
―大阪交通圏研究の意義と課題― 2007年 3 月10日 大阪交運共闘集会

26 大阪の交通：過去・現在・未来 2007年 8 月28日 教職員夏期研修講座
27 道路特定財源問題 2008年 4 月12日 道路市民塾
28 転換期の道路問題を考える 2008年 9 月 7 日 瀬戸内沿岸住民集会
29 道路と環境―道路政策と道路公害― 2009年 3 月15日 滋賀県保険医協会

30 社会安全学セミナー脱クルマ社会と交
通政策 2010年 6 月26日

『2010年度社会安全学セミナー　講演録』関
西大学社会安全学部・社会安全研究科 2011
年

83－94頁

31 社会安全学セミナー震災と物流 2011年 6 月25日
『2011年度社会安全学セミナー　講演録』関
西大学社会安全学部・社会安全研究科 2012
年

181－204頁

32 台北市の交通と観光 2011年 7 月 9 日 大阪交運共闘集会
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33 道路政策転換の課題と霞四号幹線 2012年 3 月24日 「霞 4 号幹線と高松干潟を考える」シンポジウム

34 交通社会資本の老朽化問題
―アメリカと日本― 2013年 1 月30日 社会安全学セミナー

35 安全を考えるとはどういうことか？ 2013年 2 月20日 関西大学高大連携事業，Kan-Dai 1 セミナー，
篠山鳳鳴高等学校

36 道路自動車交通と安全 2013年11月27日 関西大学高槻ミューズキャンパス 公開講座

37 安全を考えるとはどういうことか？ 2013年12月19日 関西大学高大連携事業，Kan-Dai 1 セミナー，
上宮太子高等学校

38 ベトナム交通事情調査と日本におけ
る交通政策課題 2014年 4 月19日 大阪交運共闘

39 新たな交通政策提言にむけて 2014年10月25日 交通運輸政策研究会　湯河原集会
40 道路公害被害と反対運動・道路政策 2014年10月28日 JICA課題別研修『都市における自動車公害対策』

41 安全を考えるとはどういうことか？ 2022年 6 月18日 関西大学高大連携事業，Kan-Dai 1 セミナー，
奈良育英高等学校

（その他）

1 西淀川大気汚染裁判原告側道路証人
として出廷 1993年 7 月26日， 9 月27日

2 JD（日本デザイン機構）主催シンポ
ジウム「クルマ社会のデザイン－5」 2002年 9 月27日 パネリスト出席，日仏会館，詳報 VOICE OF 

DESIGN, Vol. 8－3，2003年 1 月発行 14－16，20－30頁

3 「第50回自治体学校in大阪，第 6 分科
会 住民生活と交通」助言者出席 2008年 7 月26日 自治体問題研究所主催

4 『環境事典』執筆 2008年10月

日本科学者会議編旬報社，9 項目（OD表，港
湾開発と埋め立て，自動車 NOx・PM 法，自
動車排出ガス規制，単体規制，ディーゼル車
規制，発生・集中交通量，モーダルシフト，
モビリティ）

5 「高速バスの新しい位置づけ」座談会
司会 2009年 1 月14日 運輸と経済 2009年 3 月号 4－12頁

6

運輸と経済 2009年度フォーラム：低
炭素社会と交通「交通需要管理政策
の導入と課題―低炭素社会の「望ま
しさ」を中心に―」報告，パネラー
出席

2009年 9 月 3 日 運輸と経済 2009年12月号，ホテルメトロポリ
タンエドモントン 92－105頁

7
JICA 主催集団研修：都市における自
動車公害対策「道路公害被害と反対
運動・道路政策」報告

2009年10月15日 財団法人 地球環境センター

8 第二京阪道路訴訟で大阪地裁に意見
書提出 2009年12月 2 日 作成同年11月30日

9 第二京阪道路訴訟で原告側証人とし
て出廷 2010年 2 月26日

10
JICA 主催集団研修：都市における自
動車公害対策「道路公害被害と反対
運動・道路政策」報告

2010年10月22日 尼崎　赤とんぼセンター

11 差し止め判決10周年記念シンポジウ
ム　パネラー出席 2010年12月 4 日 主催：尼崎道路公害訴訟弁護団（中尾英夫団

長）と原告団（松光子団長）

12 「地方自治体と公共交通のあるべき方
向性」座談会 2012年 6 月22日 運輸と経済 2012年 8 月号 土井勉，宇都宮浄人，赤井

伸郎，斉藤峻彦，4－18頁

13
公益財団法人公害地域再生センター

『令和元年度 公害に係わる「オーラ
ル・ヒストリー」作成業務報告書』

2020年 3 月 24－33，第 3 章 オーラル・ヒストリー2. 関西
大学 西村弘さんのお話

（マスコミ関連）

1 阪神高速湾岸線の環境ロードプライ
シング拡充策について 2009年 3 月13日 朝日放送

2 西淀川歌島橋交差点地下通路問題に
ついて 2009年 4 月 3 日 毎日放送

3 第二京阪開通関連記事 2010年 3 月15日 朝日新聞
4 トラック問題について 2012年10月22日 読売放送
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著書・学術論文の名称
単著・
共著の

別
発行・発表の

年月 発行所・発表雑誌・発表学会の名称（巻）
最初と最後のページ（共
著の場合は，共同執筆者
名，担当部分のページ）

5 尼崎公害訴訟，協議終結へ，談話 2013年 2 月20日 神戸新聞

6 尼崎公害訴訟協議終結についてのコ
メント 2013年 3 月 8 日 朝日新聞

7 ニュースネット ten 尼崎公害訴訟協
議終結についてのコメント 2013年 6 月13日 読売放送

8 尼崎公害訴訟協議終結についてのコ
メント 2013年 6 月14日 毎日新聞

9 尼崎公害訴訟協議終結についてのコ
メント 2013年 6 月14日 しんぶん赤旗

10 JR 西日本事故に対する三社長地裁判
決におけるコメント 2013年 9 月28日 朝日新聞

以下，フリー記入
ʤओͳॴଐֶձٴͼࣾձత׆ಈʥ

ຊަ௨ֶձɺຊւӡֶࡁܦձɺຊߓֶࡁܦձɺެӹࣄ業ֶձɺަ௨ֶݖձɺຊڥձٞ
ʤաڈͷॴଐֶձٴͼࣾձత׆ಈ৬ྺʥ
ຊަ௨ֶձৗཧࣄɺຊւӡֶࡁܦձཧࣄɺຊߓֶࡁܦձཧࣄɺެӹࣄ業ֶձࣄɺަ௨ֶݖձཧࣄɾࣄہɺ
ຊڥձٞཧࣄɺަ௨ӡ༌ࡦ研究ձ෭ձɺೌ࡚ެࢢӦا業৹ٞձҕһɺஂࡒ๏ਓެҬ࠶ੜηϯλʔධٞһɺ
େֶج४ڠձܦӦֶܥୈ ùઐධՁՊձҕһɺߴ௬ࢢ·ͪͮ͘Γަۚࣄ業ޙࣄධՁҕһձҕһɺؔ西େֶධٞһɺ
৹ٞձҕһɺڵ業ৼ࢈ࢢ௬ߴձձɺٞڠλΫγʔಛఆҬݍౡަ௨ձձɺٞڠλΫγʔ४ಛఆҬݍҬަ௨ࢢژ
ձձٞڠλΫγʔಛఆҬݍҬަ௨ࢢࡕҕһձձɺେࢾ業ࣄόεదਖ਼Խିـۙ




